
 
 

令和２年４月３０日 

 

高知市長（高知市新型インフルエンザ等対策本部長） 

     岡﨑 誠也 様 

 

                        高知市議会議長 田鍋 剛 

 

 新型コロナウイルス感染症対策に関する要望書 

 

 新型コロナウイルスの感染者急増を受け、国は、４月７日に関東・近畿・九州の７都

府県を対象とする緊急事態宣言を発出したが、16日にはその対象地域を全都道府県に拡

大した。県内においても、４月21日までに感染者69人、そのうち本市は感染者41人、死

亡２人となっており、感染拡大は予断を許さない状況が続いている。 

また、不要不急の外出自粛等により厳しい経済状況に陥っており、市民の生命と健康、

生活を守るため、国・県・市町村が連携を強化し、この国難ともいうべき状況に対応し

ていかなければならない。 

ついては、本市の実態を踏まえ、適切かつ迅速な対応が講じられるよう、市長に対し

強く要請する。 

 

記 

 

１ 感染症対策等について 

 

（１） マスクや消毒液は確保が困難な状況であるが、 高知市としてその確保に努

め、市内医療機関や福祉・介護施設等への配布を検討すること。また、このよ

うな状況下にあっても、台風の接近や集中豪雨等に伴う避難所開設を考慮し、

マスク・消毒液の各避難所の保有数を確認するとともに、不足する場合は必要

数の補充に努めること。 

 

（２） 感染症に関する市民及び事業者向けの情報は、迅速かつ分かりやすく発信す

ること。また、「高知市における新型コロナウイルス感染症対策等一覧」等の

各種情報には、担当課名、連絡先等を掲載し、問い合わせ先を明確にすること。 

 

（３） 感染症に係る市民及び事業者からの相談窓口の充実を図るとともに、ワンス

トップで迅速な対応に努めること。 

 

（４） 高知県と連携し、長期の休暇、休業、休校等による帰省者に、帰省後の一定

期間は可能な限り外出を控えていただくよう広くアナウンスし、協力要請を行

うこと。 



 
 
 

 （５） 桂浜等の観光施設において、感染リスクを高めないよう高知県と連携し、充

分な体制づくりを行うこと。 

 

（６） 医療機関従事者への危険手当等の支給について、全国市長会等を通じて国へ

要望すること。 

 

（７） ＰＣＲ検査の充実を図ること。 

 

 

２ 経済支援対策等について 

 

（１） 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（仮称）については、市

民の暮らしや中小企業・個人事業者の事業継続に向けた支援などの対策につい

て、その支援策を早急に策定し、分かりやすく周知すること。 

 

（２） 感染防止に伴い、事業活動に大きな影響を受けている中小企業や個人事業者

に対する支援制度（協力金、店舗の家賃補助等）の充実を図るとともに、迅速

に対応すること。 

 

（３） 直営の管理運営施設である公設市場や公営事業関係者に対する支援制度（補

助金や使用料の免除、職場の確保等）を図ること。 

 

（４） 特別定額給付金（仮称）については、迅速かつ的確に給付できるよう直ちに

実施組織を設置し、事務執行に当たること。 

 

（５） 住居確保給付金の支給対象が拡大されたことを踏まえ、休業等に伴う収入減

少により住居を失うおそれのある経済的困窮者への対応を迅速に行うととも

に、市民への周知を徹底すること。 

 

（６） 国の動向に留意し、新たな対策が打ち出された際には、スピード感を持って

対応すること。 

 

 


